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【 参考１：過去 10 カ年の水害被害額の推移（平成 12 年価格（除 平成 17 年速報値）） 】 

（単位：億円・％） 

内  訳（構成比） 

年 水害被害額 
一般資産等 公共土木施設 公益事業等 

〔 参考 〕

水害被害額

（名目値）

平成 17 年 

（速報値） 
4,894  2,592(53.0) 2,207 (45.1) 95 (1.9)  4,894

平成 16 年 21,333   14,169（66.4）  6,973（32.7） 191（0.9） 20,183

平成 15 年 2,932    1,140（38.9）  1,742（59.4） 51（1.7） 2,806

平成 14 年 3,082      898（29.1）  2,137（69.3） 47（1.5） 2,995

平成 13 年 2,840      555（19.5）  2,257（79.5） 27（1.0） 2,803

平成 12 年 9,964    7,864（78.9）  2,015（20.2） 85（0.9） 9,964

平成 11 年 8,965    3,838（42.8）  5,071（56.6） 56（0.6） 9,120

平成 10 年 10,138    5,366（52.9）  4,688（46.2） 84（0.8） 10,452

平成 9 年 4,843    2,301（47.5）  2,523（52.1） 18（0.4） 4,993

平成 8 年 1,611      387（24.0）  1,188（73.7） 36（2.2） 1,653

注）四捨五入の関係で、内訳の合計と水害被害額が一致しない場合がある。 

 

【 参考２：水害統計調査の概要 】 

 

１ 調査対象水害 

  調査対象としている水害は次の事象であり、その規模の大小を問わない。 

 ① 河川に係る洪水、内水等 

 ② 海岸に係る高潮、津波等 

 ③ 降雨に起因する土石流、地すべり、急傾斜地崩壊等 

 

２ 水害統計調査の概要 

  水害統計調査は、都道府県を通じて実施する次の３つの調査により構成している。 

 (１)一般資産水害統計調査 

 水害によって生じた一般資産の被害額等を把握するため、浸水深別被害建物棟数、

被災世帯数等を調査する。なお、一般資産とは、以下の資産を指す。 

① 建物 ② 家庭用品 ③ 事業所資産 ④ 農作物 等 

(２)公共土木施設水害統計調査 

  水害によって生じた公共土木施設の被害額等を把握するため、被災施設、災害復旧

事業費等を調査する。なお、公共土木施設とは、国土交通省所管の以下の施設を指す。 

 ① 河川 ② 海岸 ③ 砂防設備 ④ 道路 ⑤ 港湾 ⑥ 下水道 ⑦ 公園 等 

(３)公益事業等水害統計調査 

   水害によって生じた公益事業等の被害額等を把握するため、物的被害額、営業停止

損失額等を調査する。なお、公益事業等とは、以下の事業等を指す。 
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① 鉄道事業 ② 水道事業 ③ 電力会社 ④ 電気通信事業者 等 

 

３ 被害額の算出方法 

  都道府県、市区町村等において調査し、国土交通省河川局に報告された一般資産水害

統計調査等の数値を基に、次の方法により、被害額を算出している。 

 (１)一般資産被害額 

 一般資産水害統計調査の調査結果である浸水深別被害建物棟数等の数値を基に、被

害率等の係数を用いて、次のような計算式により「建物被害額」、「家庭用品被害額」、

「事業所資産被害額」等に分けて算出している。なお、農作物の被害額は、都道府県

からの報告額を合計し、算出している。 

 《 被害額の計算式：例 》 

 ・建 物 被 害 額＝浸水深別・勾配別被災建物延床面積×都道府県別家屋１㎡当たり

評価額×浸水深別・勾配別被害率 

 ・家庭用品被害額＝浸水深別被災世帯数×１世帯当たり家庭用品所有額×浸水深別被

害率 

 ・事業所資産被害額＝浸水深別・産業分類別被災事業所従業者数×（産業分類別事業所

従業者１人当たり償却資産評価額×浸水深別償却資産被害率＋産

業分類別事業所従業者１人当たり在庫資産評価額×浸水深別在庫

資産被害率） 

   

(２)公共土木施設被害額 

  公共土木施設水害統計調査の報告額（補助事業及び地方単独事業の災害復旧事業費）

の合計に、直轄事業の災害復旧事業費を加算し、算出している。 

(３)公益事業等被害額 

  公益事業等水害統計調査の報告額を合計し、算出している。 

 


